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は
、
厚
年
基
金
時
代
の
上
乗
せ
部

分
で
あ
る
基
本
年
金
の
プ
ラ
ス
ア

ル
フ
ァ
（
い
わ
ゆ
る
薄
皮
部
分
）
と
加

算
年
金
部
分
を
引
き
継
い
だ
基
本

D
B
、
さ
ら
に
加
入
事
業
所
が
任

意
で
加
入
す
る
厚
年
基
金
の
第
2

加
算
を
引
き
継
い
だ
第
2
D
B
、

確
定
拠
出
年
金
（
電
設
D
C
）
か
ら

な
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
を
い
く
つ

か
の
組
み
合
わ
せ
パ
タ
ー
ン
で
選

択
す
る
こ
と
が
可
能
だ（
図
表
1
）。

　

厚
年
基
金
の
第
2
加
算
、
電
設

D
C
は
、
退
職
給
与
引
当
金
の
非

課
税
措
置
廃
止
後
へ
の
対
応
や
税

制
適
格
退
職
年
金
廃
止
後
の
受

け
皿
と
し
て
導
入
し
た
も
の
で
、

D
B
基
金
移
行
後
も
引
き
継
ぐ
形

を
と
っ
た
。
電
設
D
C
に
は
、
基

本
D
B
に
追
加
す
る
形
で
加
入
す

る
パ
タ
ー
ン
と
、
基
本
D
B
の
2

分
の
1
と
電
設
D
C
の
2
分
の
1

を
セ
ッ
ト
に
す
る
パ
タ
ー
ン
が
あ

る
。
厚
年
基
金
で
は
定
額
の
掛
金

を
上
乗
せ
す
る
形
で
あ
っ
た
も
の

を
、
事
業
主
と
加
入
者
が
資
産
運

用
上
の
リ
ス
ク
を
折
半
で
き
る
し

く
み
も
導
入
し
た
の
だ
。
さ
ら
に

希
望
す
る
加
入
事
業
所
に
は
、
給

付
水
準
を
引
き
上
げ
る
こ
と
が
で

き
る
コ
ー
ス
を
用
意
。
加
入
事
業

所
の
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
工
夫
が
随

所
に
施
さ
れ
て
い
る
。

　

な
お
、
電
設
D
C
に
は
想
定
利

回
り
の
設
定
は
な
い
。

　
「
上
乗
せ
年
金
で
あ
る
第
2
D
B

や
電
設
D
C
は
、
そ
も
そ
も
厚
年

基
金
時
代
に
税
制
適
格
退
職
年
金

や
退
職
金
か
ら
の
受
け
皿
と
し
て

制
度
を
設
け
た
も
の
で
す
。
そ
の

た
め
、
加
入
対
象
者
は
加
入
事
業

所
の
就
業
規
則
や
退
職
金
規
程
の

定
め
が
も
と
に
な
り
ま
す
。
掛
金

は
、
厚
年
基
金
で
は
定
額
方
式
を

採
用
し
ま
し
た
が
、
電
設
D
C
は

新
制
度
の
設
計
に
合
わ
せ
報
酬
比

例
方
式
と
し
ま
し
た
。
電
設
D
C

に
は
、
事
業
主
の
掛
金
に
上
乗
せ

で
き
る
制
度
を
設
け
て
い
ま
し
た

が
、
さ
ら
に
賞
与
や
給
与
の
一
部

を
事
業
主
掛
金
と
す
る
制
度
も
設

け
、
税
制
優
遇
措
置
を
享
受
で
き

る
し
く
み
を
昨
年
度
か
ら
導
入
し

ま
し
た
。
そ
の
た
め
、
マ
ッ
チ
ン

グ
拠
出
制
度
は
導
入
し
て
い
ま
せ

ん
」（
眞
方
専
務
理
事
）

　

基
本
D
B
、
第
2
D
B
と
も
に

キ
ャ
ッ
シ
ュ
バ
ラ
ン
ス（
C
B
）プ
ラ

ン
を
採
用
。
予
定
利
率
、
給
付
利

率
と
も
2
・
5
％
と
な
っ
て
い
る
。

　

基
本
D
B
、
第
2
D
B
の
加
入

対
象
者
は
65
歳
未
満
の
厚
生
年
金

保
険
被
保
険
者
と
な
っ
て
い
る

が
、
基
本
D
B
の
受
給
資
格
要
件

が
3
年
以
上
の
加
入
者
期
間
と
さ

れ
て
い
る
た
め
、
62
歳
以
上
の
人

は
加
入
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

第
2
D
B
の
受
給
資
格
要
件
は
、

加
入
者
期
間
1
カ
月
以
上
で
資
格

喪
失
し
た
場
合
に
脱
退
一
時
金
が

支
給
さ
れ
、
10
年
以
上
の
期
間
で

あ
れ
ば
年
金
あ
る
い
は
一
時
金
で

支
給
さ
れ
る
。
支
給
方
法
は
、
厚

年
基
金
時
代
の
終
身
年
金
か
ら
、

基
本
D
B
と
同
様
の
5
年
か
ら
20

年
ま
で
の
5
年
刻
み
の
期
間
か
ら

選
択
可
能
な
確
定
年
金
と
な
っ

た
。掛
金
は
全
額
事
業
主
負
担
で
、

定
額
の
16
区
分
（
図
表
2
）
か
ら
1

コ
ー
ス
を
選
択
す
る
形
を
と
っ
て

い
る
。

　
「
新
制
度
移
行
に
あ
た
り
、
給

付
水
準
を
見
直
し
て
い
ま
す
。
基

本
的
に
厚
年
基
金
時
代
の
給
付
水

準
の
8
割
程
度
ま
で
引
き
下
げ
、

予
定
利
率
を
2
・
5
％
に
設
定
し

ま
し
た
。
予
定
利
率
は
、
平
均
的

な
標
準
報
酬
を
も
と
に
給
付
モ
デ

ル
を
設
定
し
、
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ

ン
し
た
結
果
設
定
さ
れ
た
も
の
で

す
。
厚
年
基
金
で
は
、
設
立
事
業

所
が
納
付
し
た
掛
金
額
の
多
寡
に

か
か
わ
ら
ず
加
入
期
間
に
応
じ
て

給
付
額
を
決
定
す
る
20
年
保
証
付

き
の
終
身
年
金
で
し
た
。
事
業
所

全
体
で
全
加
入
者
の
老
後
を
一
様

に
考
え
た
制
度
で
し
た
。し
か
し
、

新
制
度
に
そ
の
ま
ま
持
ち
込
む
こ

と
は
事
業
主
等
か
ら
理
解
が
得
ら

れ
な
い
こ
と
や
、
新
制
度
の
安
定

性
を
欠
く
と
の
判
断
か
ら
、
掛
金

額
の
多
寡
に
応
じ
て
給
付
額
が
決

ま
る
C
B
方
式
に
変
更
し
、
併
せ

て
終
身
年
金
か
ら
確
定
年
金
に
変

更
し
ま
し
た
」

　

眞
方
専
務
理
事
は
給
付
設
計
や

掛
金
設
定
の
工
夫
を
語
っ
て
く
れ

た
。

　

現
在
の
政
策
ア
セ
ッ
ト
・
ミ
ク

ス
は
、
国
内
債
券
が
51
・
3
％
、

国
内
株
式
が
19
・
2
％
、
外
国
債

券
が
10
・
0
％
、
外
国
株
式
が

19
・
5
％
と
、
株
式
へ
の
配
分
比

率
が
や
や
高
め
に
な
っ
て
い
る
。

最
近
の
パ
ッ
シ
ブ
・
ア
ク
テ
ィ
ブ

比
率
も
40
対
60
と
、
ア
ク
テ
ィ
ブ

へ
の
投
資
配
分
が
多
く
な
っ
て
い

る
。
配
分
比
率
の
高
い
国
内
債
券

に
つ
い
て
は
、
マ
イ
ナ
ス
金
利
下

で
の
投
資
収
益
確
保
の
た
め
、
そ

の
代
替
投
資
と
し
て
ア
ク
テ
ィ
ブ

運
用
に
シ
フ
ト
し
て
き
た
経
緯
が

あ
る
ほ
か
、
オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ
投

資
も
一
部
実
施
し
て
い
る
。一
方
、

　

東
京
都
電
設
工
業
企
業
年
金
基

金（
D
B
基
金
）は
、
電
設
工
業
健
康

保
険
組
合
を
設
立
母
体
と
し
て
昭

和
46
年
6
月
1
日
に
設
立
さ
れ
た

東
京
都
電
設
工
業
厚
生
年
金
基
金

（
厚
年
基
金
）
が
代
行
返
上
し
、
平
成

30
年
4
月
1
日
に
誕
生
し
た
。
東

京
都
を
中
心
に
電
気
設
備
工
事
、

電
気
機
械
器
具
の
製
造
・
販
売
を

主
と
す
る
企
業
や
関
係
団
体
が
加

入
し
て
い
る
。
電
設
業
界
で
働
く

人
々
の
老
後
生
活
の
安
定
と
福
祉

の
向
上
を
目
的
と
し
た
制
度
運
営

は
引
き
継
が
れ
て
い
る
。

　

D
B
基
金
設
立
に
あ
た
っ
て

は
、
電
設
業
界
の
年
金
制
度
を

ど
う
す
る
か
と
い
う
と
こ
ろ
か

ら
、
平
成
25
年
9
月
に
検
討
を
開

始
し
、
平
成
26
年
12
月
の
代
議
員

会
に
お
い
て
代
行
返
上
し
新
年
金

制
度
に
移
行
す
る
方
針
が
決
定
さ

れ
た
。
そ
の
後
、
全
事
業
所
の
退

職
金
制
度
等
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
を
経
て
、
新
制
度
を
具
体

化
す
る
た
め
に
平
成
27
年
6
月
に

新
年
金
制
度
検
討
委
員
会
を
立
ち

上
げ
た
。
同
委
員
会
で
は
、
制
度

加
入
者
及
び
受
給
権
者
の
生
活
設

計
の
安
定
化
と
受
給
権
の
保
護
を

念
頭
に
、
改
め
て
「
厚
年
基
金
を

解
散
し
清
算
」「
解
散
し
後
継
の

D
B
基
金
へ
移
行
」「
代
行
返
上

し
D
B
基
金
へ
移
行
」
と
い
う
複

数
案
の
議
論
か
ら
始
ま
り
、
新
制

度
の
形
を
検
討
し
た
。そ
の
結
果
、

代
行
返
上
し
D
B
基
金
へ
移
行
す

る
こ
と
、
新
制
度
の
内
容
等
を
平

成
28
年
7
月
の
理
事
会
、
代
議
員

会
で
議
決
し
た
。

　

そ
の
後
、
事
業
主
説
明
会
・
新

制
度
移
行
に
関
す
る
意
向
調
査
等

を
実
施
。
20
事
業
所
、
加
入
者

2
0
0
0
人
ほ
ど
の
任
意
脱
退
は

あ
っ
た
も
の
の
、
平
成
30
年
4
月

に
新
制
度
に
移
行
し
た
。

　
「
新
制
度
移
行
は
、
事
業
主
に
掛

金
、
加
入
者
に
給
付
減
額
の
負
担

を
お
願
い
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

事
業
所
へ
の
説
明
会
で
は
懇
切
丁

寧
に
説
明
す
る
こ
と
を
念
頭
に
、

新
制
度
へ
の
移
行
の
経
緯
、
公
的

年
金
と
の
関
係
も
含
め
制
度
内
容

を
具
体
的
に
示
し
た
パ
ン
フ
レ
ッ

ト
や
D
V
D
等
を
用
意

し
て
臨
み
ま
し
た
。
そ

の
後
の
制
度
運
営
が
円

滑
に
進
む
よ
う
、
説
明

会
が
関
係
構
築
の
場
と

な
る
こ
と
も
願
っ
て
い

ま
し
た
。
事
務
局
に
寄

せ
ら
れ
た
問
い
合
わ
せ

に
対
し
て
は
、
全
職
員

で
責
任
を
持
っ
て
対
応

し
ま
し
た
。
事
業
所
に

は
積
極
的
に
出
向
き
、

事
業
主
、
従
業
員
、
労
働
組
合
へ

の
説
明
を
繰
り
返
し
行
い
ま
し
た
。

そ
の
時
々
で
困
難
は
あ
り
ま
し
た

が
、D
B
基
金
に
つ
い
て
多
く
の
事

業
所
の
同
意
を
得
て
発
足
で
き
た

こ
と
は
幸
い
で
し
た
」

　

眞
方
和
彦
専
務
理
事
が
こ
れ
ま

で
の
経
緯
な
ど
に
つ
い
て
説
明
し

て
く
れ
た
。

　

D
B
基
金
の
退
職
給
付
制
度

#126
制
度
移
行
に
あ
た
っ
て
は

事
業
主
・
加
入
者
の

納
得
を
最
優
先

加
入
事
業
所
の
ニ
ー
ズ
に

即
し
た
複
線
型
の

退
職
給
付
制
度
を
用
意

左から、東郷総務課長、眞方専務理事、佐藤業務課長 電設年金会館

電
設
業
界
で
働
く
人
々
の
老
後
生
活
基
盤
の

安
定
・
充
実
を
図
る
た
め
の
退
職
給
付
制
度
を
目
指
す

東
京
都
電
設
工
業
企
業
年
金
基
金

　

東
京
都
電
設
工
業
企
業
年
金
基
金
は
、
東
京
都
電
設
工
業
厚
生
年
金
基
金
が
代
行
返
上
し
、

平
成
30
年
4
月
1
日
付
で
設
立
さ
れ
た
。
新
制
度
は
、
事
業
主
、
加
入
者
に
相
応
の
負
担
を

生
じ
さ
せ
る
も
の
で
あ
っ
た
た
め
、
難
し
い
場
面
も
あ
っ
た
が
、
加
入
事
業
所
の
理
解
と
支

え
の
も
と
で
の
制
度
移
行
と
な
っ
た
。
電
設
業
界
で
働
く
人
々
の
老
後
の
生
活
の
安
定
に
寄

与
す
る
同
基
金
に
、
そ
の
取
り
組
み
な
ど
を
伺
っ
た
。

ア
ル
フ
ァ
の
獲
得
を
重
視

し
た
積
極
運
用
を
展
開

図表1　退職給付制度の選択例

図表2　第2DBの掛金区分

1 基本DB

2 基本DB＋電設DC

3 基本DB＋第 2DB

4 基本DB＋電設DC＋第 2DB

5 基本DB1/2 ＋電設DC1/2

6 基本DB1/2 ＋電設DC1/2 ＋電設DC

7 基本DB1/2 ＋電設DC1/2 ＋第 2DB

8 基本DB1/2 ＋電設DC1/2 ＋電設DC＋第 2DB

1,000円 6,000円 12,000円 18,000円

1,500円 7,500円 13,500円 19,500円

3,000円 9,000円 15,000円 21,000円

4,500円 10,500円 16,500円 22,500円
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パ
ッ
シ
ブ
投
資
に
関
し
て
は
、
掛

金
の
払
い
込
み
や
年
金
給
付
等
の

支
払
い
用
と
し
て
、
主
に
バ
ラ
ン

ス
型
で
の
運
用
と
な
っ
て
い
る
。

　

同
基
金
で
は
、
厚
年
基
金
時
代

か
ら
資
産
運
用
委
員
会
を
設
置
し

て
お
り
、
年
3
回
を
基
本
に
、
原

則
理
事
会
の
前
に
開
催
し
て
い
る
。

　
「
資
産
運
用
委
員
会
に
は
、
運

用
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
か
ら
も
委
員

を
出
し
て
も
ら
っ
て
い
ま
す
。
専

門
的
な
ア
ド
バ
イ
ス
を
含
め
、
足

元
の
マ
ー
ケ
ッ
ト
状
況
な
ど
に
つ

い
て
も
解
説
し
て
も
ら
っ
て
い
ま

す
が
、
立
場
上
、
委
員
と
し
て
の

議
決
権
は
持
ち
ま
せ
ん
。
当
基
金

は
相
応
の
運
用
資
産
を
有
し
て
い

ま
す
が
、
代
行
返
上
し
新
制
度
に

移
行
し
た
こ
と
も
あ
り
、
年
金
等

の
給
付
費
が
掛
金
収
入
を
上
回
っ

て
い
る
状
況
で
す
。
ま
た
、
毎
年

度
の
財
政
検
証
や
5
年
ご
と
の
財

政
再
計
算
と
い
う
高
い
ハ
ー
ド
ル

も
乗
り
越
え
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
の
で
、
運
用
結
果
を
注
視
し
て

い
ま
す
。
経
済
情
勢
や
セ
ン
チ
メ

ン
ト
等
で
市
場
が
大
き
く
動
く
の

で
、
過
去
の
金
融
シ
ョ
ッ
ク
の
よ

う
な
市
場
環
境
に
遭
遇
し
な
け
れ

ば
良
い
と
思
っ
て
い
た
矢
先
の
コ

ロ
ナ
シ
ョ
ッ
ク
は
大
き
か
っ
た
で

す
ね
」（
眞
方
専
務
理
事
）

　

D
B
基
金
で
は
、
加
入
事
業
所

の
担
当
者
向
け
に
年
1
回
9
月
に

給
与
改
定
届
等
の
事
務
処
理
説
明

会
を
開
催
し
て
い
る
。
厚
年
基
金

時
代
に
は
設
立
母
体
で
も
あ
る
電

設
工
業
健
康
保
険
組
合
と
の
共
催

で
算
定
基
礎
届
に
関
す
る
事
務
説

明
会
を
開
催
し
て
い
た
。し
か
し
、

D
B
基
金
で
は
算
定
処
理
方
式
か

ら
国
で
決
定
し
た
標
準
報
酬
月
額

の
届
け
出
方
式
に
変
更
し
た
こ
と

か
ら
、
独
自
で
給
与
改
定
届
に
関

す
る
事
務
処
理
説
明
会
を
開
催

し
、
加
入
事
業
所
と
の
接
点
を
保

持
す
る
こ
と
に
し
た
。
説
明
会
で

は
、
給
与
改
定
に
関
す
る
事
務
処

理
の
解
説
と
と
も
に
、
外
部
専
門

家
に
よ
る
講
演
を
行
い
、
基
金
関

連
業
務
以
外
の
情
報
提
供
に
も
努

め
て
い
る
。

　

説
明
会
を
充
実
さ
せ
て
い
く
た

め
に
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
も
実
施
し

て
い
る
。

　
「
基
金
の
職
員
に
は
、
こ
の
説
明

会
が
事
業
所
担
当
者
と
の
関
係
構

築
を
図
る
う
え
で
大
切
な
場
と
な

る
と
い
う
こ
と
を
意
識
さ
せ
て
い

ま
す
。
今
年
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
拡
大
防
止
の
観
点
か
ら

中
止
せ
ざ
る
を
得
ず
、
資
料
の
配

付
に
と
ど
ま
っ
た
こ
と
は
残
念
で

す
。
こ
の
感
染
症
の
早
い
収
束
を

願
っ
て
い
ま
す
。
今
後
は
、
本
年

6
月
に
年
金
制
度
改
正
法
が
公
布

さ
れ
た
の
で
、D
B
や
D
C
に
関
す

る
改
正
点
を
中
心
に
情
報
提
供
を

し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

提
供
方
法
と
し
て
講
習
会
等
の
開

催
も
検
討
し
て
い
ま
す
。
コ
ロ
ナ

禍
で
会
館
の
利
用
は
原
則
受
け
付

け
て
い
ま
せ
ん
が
、
電
気
工
事
士

資
格
等
に
関
わ
る
講
習
会
の
中
止

は
、
加
入
事
業
所
の
事
業
経
営
に

影
響
を
及
ぼ
し
か
ね
な
い
こ
と
も

あ
り
、
必
要
に
応
じ
て
感
染
防
止

対
策
に
万
全
を
期
し
て
利
用
い
た

だ
い
て
い
ま
す
」（
眞
方
専
務
理
事
）

　

D
B
基
金
で
は
会
館
を
所
有
し

て
い
る
た
め
、
こ
の
よ
う
な
対
応

も
可
能
な
環
境
に
あ
る
。
こ
の
6

月
に
代
議
員
数
を
増
や
し
て
い
る

が
、
収
容
で
き
る
十
分
な
会
議
室

も
備
わ
っ
て
い
る
。
ま
た
、
会
館

は
加
入
事
業
所
、
関
係
団
体
の
講

習
会
等
に
活
用
さ
れ
て
お
り
、
そ

の
ニ
ー
ズ
に
応
え
て
い
る
。
コ
ロ

ナ
禍
で
の
感
染
防
止
対
策
は
、
講

習
会
等
の
主
催
者
に
も
そ
の
責
任

を
果
た
し
て
も
ら
う
約
束
の
も

と
、
協
力
し
合
っ
て
感
染
防
止
対

策
を
講
じ
て
い
る
。

　

総
合
型
の
基
金
に
加
入
す
る
多

く
の
事
業
所
は
、
規
模
、
就
労
形

態
、
給
与
体
系
、
さ
ら
に
は
退
職

金
の
扱
い
な
ど
が
異
な
り
、
こ
れ

を
一
つ
の
制
度
の
中
で
円
滑
に
運

営
し
て
い
く
に
は
不
断
の
努
力
が

必
要
だ
。
同
基
金
で
は
、
多
種
多

様
な
加
入
事
業
所
の
退
職
給
付
制

度
に
応
え
ら
れ
る
よ
う
、
確
定
給

付
型
の
D
B
制
度
を
基
本
に
企
業

型
D
C
を
取
り
入
れ
、
現
役
引
退

後
の
老
後
生
活
設
計
に
寄
与
す
る

体
制
を
整
え
て
い
る
。

　
「
総
合
型
の
基
金
は
、
多
く
の
加

入
事
業
所
の
理
解
と
運
営
の
た
め

の
協
力
が
あ
っ
て
機
能
す
る
と
い

え
ま
す
。
幸
い
、
当
基
金
で
は
そ

の
理
解
と
支
援
が
十
分
得
ら
れ
ま

し
た
の
で
、
代
行
返
上
を
経
て
現

在
の
D
B
制
度
に
移
行
す
る
こ
と

が
で
き
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
の
基

金
運
営
を
振
り
返
っ
て
も
、
決
し

て
順
風
満
帆
と
い
う
わ
け
で
は
あ

り
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
今
後
も
事

業
主
や
加
入
者
、受
給
権
者
の
方
々

の
期
待
を
裏
切
ら
ぬ
よ
う
、
適
切

に
制
度
運
営
を
行
い
今
ま
で
以
上

の
関
係
構
築
に
努
め
、
必
要
な
情

報
を
お
届
け
し
、
そ
の
た
め
の
努

力
は
惜
し
ま
な
い
よ
う
に
し
て
い

き
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
」

　

眞
方
専
務
理
事
は
今
後
の
展
望

を
語
り
、
話
を
締
め
く
く
っ
て
く

れ
た
。	

 

　

インフルエンザと
新型コロナ感染症

医学博士　埋忠洋一／おもしろ健康管理研究会 代表

加
入
事
業
所
あ
っ
て
の

D
B
基
金

事
業
主
と
の
良
好
な

関
係
構
築
を
維
持・
向
上

東京都電設工業
企業年金基金

●所 在 地	 東京都新宿区
●DB移行年月日
	 平成30年4月1日
●DC導入年月日
	 平成20年4月1日
●DB加入者数　22,186人
●第2DB加入者数　923人
●DC加入者数　 1,259人

（令和2年8月末現在）

人 から人に感染する感染症は、人の移動が多く

なれば感染が広がる。

　新型コロナウイルス感染症の流行がなかなか収まら

ない状況の中、Go To トラベル、Go To イートなどの

キャンペーンが国を挙げて行われ、スポーツや演劇な

どにおける観客の人数制限も緩められてきている。長

期にわたる外出の自粛やテレワークなどによる巣ごもり

生活の反動や疲れもあって、人の移動は一気に活発に

なってきた。多くの人たちに気の緩みがあることや、新

型コロナウイルス感染症の流行が冬に向かってどのよ

うに推移するのかわからないことを考えると、以前にも

増して感染予防には気を付

けたほうが良さそうである。

　今、特に医療の現場で心

配されているのは、新型コ

ロナウイルス感染症の流行

が収まらない中、インフル

エンザの流行の季節を迎え

ることである。臨床症状だ

けで新型コロナウイルス感

染症と季節性インフルエン

ザを鑑別することは困難な

ため、流行が重なれば医療現場はもちろん、社会的に

も重大な事態になると考えられている。

　日本感染症学会など関連学会や行政では、インフル

エンザの流行前にインフルエンザワクチンの接種を受

けるよう強く勧めている。厚生労働省の発表によると、

過去5年で最大量の6,300万人分のワクチンの供給が予

定されているらしい。予防接種法に基づく定期接種対

象者（65歳以上の方等）のうち希望する人は10月1日から接

種を行い、それ以外の人は10月26日から接種すること

が可能とされている。しかし、接種開始時期は自治体

によって多少異なることがあるので注意が必要である。

　10月26日以降は、特に医療従事者、65歳未満の基

礎疾患を有する人、妊婦、乳幼児（生後6カ月以上）〜小

学校低学年で、ワクチンを希望する人は接種が可能と

なるが、これら以外の人たちも10月26日以降は接種

ができるようである。インフルエンザの流行のピーク

は1月・2月であることや、ワクチン接種の効果が現

れるまでに2週間くらいかかることを考えると、多少

早めに接種しておくに越したことはないだろう。

　しかし、なぜインフルエンザワクチンは毎年接種す

ることが必要なのだろうか。インフルエンザウイルス

にはA型やB型が存在するが、A型インフルエンザウイ

ルスの表面にはHAとNAという2種類のタンパク質で

出来た突起があり、このタンパク質は絶えず変化を

繰り返すため、新しいタイ

プのウイルスを迎え撃つワ

クチン接種が常に必要にな

る。もう一つの理由はイン

フルエンザワクチン接種後

3 〜5カ月から抗体が低下

していくため、ワクチンの

効果の持続期間が5カ月程

度だからである。

　新聞などでは、今年8月

31日 か ら9月6日 の1週 間

において、インフルエンザと診断された人は3人だっ

たと報道されていた。同時期1週間のインフルエンザ

患者は、例年が数百人、昨年は3,800人以上であった

ようである。

　この事実は何を意味しているのだろうか。新型コロ

ナウイルス感染症に対する予防措置や予防行動が、イ

ンフルエンザの感染予防にも大きく貢献していること

が推測できよう。新型コロナウイルス感染症とインフ

ルエンザの感染経路は同じで、どちらも飛沫と接触に

よって感染する。3密を避けること、手洗い・消毒・

換気などを積極的に行うことで、新型コロナウイルス

感染症とインフルエンザのどちらも予防したいもので

ある。	

Illustration : Toshiro Kawasaki

中
小
企
業
で
働
く
人
々
の

老
後
所
得
確
保
の
た
め
に

基
金
制
度
の

一
層
の
普
及
が
必
要
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※
本
記
事
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
拡
大
防
止
の
観
点
か
ら
、
訪
問
取
材

で
は
な
く
電
話
と
書
面
に
よ
る
取
材
を

も
と
に
作
成
い
た
し
ま
し
た
。


